研究業績一覧 －経済学部専任・特任教員（日本常民文化研究所所属教員を除く）の2005年までの主要業績と2006年以降の総業績－ by unknown
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- 経済学部専任 ･特任教員 (日本常民文化研究所所属教員を
除 く)の2005年までの主要業績 と2006年以降の総業績-








｢米車貿易摩擦 と今後の行方｣拓殖大学海外事情研究所 『海外事情』第 54巻第 6号,2006年,
114～ 127ページ
｢美国的貿易政策和実中摩擦的可能性｣神奈川大学経済学会 『商経論叢』第 42巻第 3号,2006
年,163-177頁
｢安全保障 と輸出管理-キャッチオール規制 と日本企業の対応-｣(共著) 日本貿易学会年報
『JAFTAB』第 45号,2008年,120-128ページ
3 学会報告




















著)『フジ ･ビジネス ･レビュー』第 13号,1997年,83-90ページ
｢AGender-SensitveApproachtoBusinessEnglishEducation｣(共著) 日本商業英語学会 (現
国際 ビジネスコミュニケーション学会)研究年報第 57号,1997年,9-21ページ















『英検合格 トレーニングセンター準 1級』(財) 日本英語教育協会,2000年
池上 和夫 (イケガ ミ カズオ)
1 著書
『金融危機 と地方銀行』(共著)東京大学出版会 2001年
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『山梨近代史論集』(共著)岩田書店 2004年
『山梨県史通史編 第 6巻 (通史編)』(共著)山梨 日日新聞 2006年
2 論文
｢預金利子課税制度 と地方銀行｣,｢地方財政 と地方銀行｣地方金融史研究会編 『戦後地方銀行
史』東洋経済新報社 1994年
｢山梨県営業税雑種税の特異性｣『山梨県史研究』第 9号,山梨 日日新聞社 2001年
｢後進地域 (低開発地域)の開発 と財政金融｣神奈川大学経済学会 『商経論叢』第 43巻第 1号
2007年
3 書評
神山恒雄 『明治経済政策史の研究』『土地制度史学』第 157号 1997年
水本忠武 『戸数割税の成立 と展開』『社会経済史学』第 65巻第 5号 2000年
石田隆三 『戦間期 日本財政の研究』『社会経済史学』第 71巻第 5号 2006年




























｢学力低下論が見落 としていること:大学教育の現場から｣『商鐘論叢』第 37巻第 1号,2001
年,1-14ページ




｢中小企業基本法の制定 ･改正 と中小企業運動｣『企業環境研究年報』第 8号,2003,pp.45-56







格差の経済 ･社会構造 と ｢次の社会｣『神奈川大学評論』第 58号,2007年,pp.80-87
中小企業振興条例の必要性 『月刊民商』No.563,2007年,pp.15-18
岡村 勝義 (オカムラ カツヨシ)
1 著書











｢剰余金の配当における計算思考-自己株式に関連 させて-｣『税経通信』第 61巻第 12号,
2006年,27-35ページ
｢公益法人会計における 『正味財産』の検証 と展望｣『非営利法人研究学会誌』第 9号,2007年,
99- 113ページ




｢総資本｣｢仕訳帳｣ほか 3項目 安藤英義 ･新田忠誓 ･伊藤邦雄 ･鹿本敏郎編集代表 『会計学
大辞典 [第 5版]』中央経済社,2007年
4 学会報告
｢工業簿記に関する勘定科 目の研究｣(簿記教育研究部会) 日本簿記学会第 22回全国大会 (兵
庫県立大学),2006年 8月
｢公益法人会計における 『正味財産』の検証 と展望｣非営利法人研究学会第 10回全国大会 (北
海道大学),2006年 9月
5 講演
｢公益法人新時代に向けた適正運営 と期待 される役割｣第 34回新春公益法人特別セミナー (全
国公益法人協会),2006年 1月
6 その他
｢運用誤れば不正の温床に｣『月刊公益法人』第 37巷第 4号,2006年,10- 11ページ
｢正味財産増減計算書の根本命題に迫る- ｢効率性｣のア リバイを崩せるか-｣(座談会)『月
刊公益法人』第 37巻第 10号,2006年,4-27ページ
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小川 浩 (オガ ワ ヒロシ)
1 著書
『コンピュータ 困ったときに開 く本』(共著)2007年 3月,ムイスリ出版
『若手中堅世代から見た技能 ･ノウ-ウ継承上の問題点 とその対策』2007年 1月,全労済協会
2 論文
｢新規加盟国からの労働移動-ポーランドとイギリスの例｣『EUの拡大 と深化-通貨統合後の
課題-』第 5章,2007年 3月, 日本経済研究センター
｢少結婚化 と賃金 ･雇用制度｣『少子化の経済分析』第 5章,2006年 12月,東洋経済新報社














奥村 保規 (オクムラ ヤス ノ リ)
1 著書
『広告の経済分析- ミクロ経済学的アプローチー』 三菱経済研究所 2008年
2 論文












｢広告を伴 う広告 を伴 う雑誌の価格 と広告主問の競争｣ 日本経済学会秋季大会 (大阪市立大
学),2006年 10月
4 その他
｢ゲーム理論にみる ｢規制｣の意義｣ 『経済の進路』 2007年 9月
｢所得格差 とジニ係数｣ 『経済の進路』 2008年 6月








｢ドイツ連結会計思想の生成 と展開｣『商経論叢』第 37巻第 4号,2002年 4月
3 翻訳
D.オーデノレ-イデ ･KPMG編 『連財務諸表ノ､ンドブック (第 2版)Ⅱ』(共訳)税務経理協会,
2004年 3月
4 講演
｢EUにみる 『企業会計』観 -その戦略 と脅威 -｣神奈川大学会計入会年次総会 (新横浜 グレ
ースホテル),2008年 7月
小山 和伸 (オヤマ カズノブ)
1 著書
『技術革新の戦略 と組織行動』単,平成 4年 11月,白桃書房,第 274巻
『現代経営管理論』共,平成 6年,有斐閣

















横浜商工会議所中小企業対策委員会委員 (平成 19年 4月から平成 20年 3月まで)
数阪 孝志 (カズサカ タカシ)
1 論文
｢日本型金融システムの資金循環構造｣『経済貿易研究』第 29号,2003年 3月,33-45頁
｢リレバ ンの成果 と中小企業金融の課題｣『商経論叢』第 43巻第 1号,2007年 5月,279-297
頁
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｢地方財源配分方式 と経済厚生｣『オイコノミカ』第 32巻,第 1号,237-249頁,1995年
｢地方交付税の財政調整機能の変容 とその意義｣『地域学研究』第 28巻,第 1号,147-157頁,
1998年
｢地方債発行 と景気調整機能｣『経済論集』第 9巻,第 3･4合併号,121-131頁,2003年
｢地方行政の課題 とNPO｣『多文化共生社会の創出と日本社会の変容 (2004,05年度神奈川大
学研究奨励研究報告書)』1-4頁,2006年










｢地方債発行 と景気調整機能｣ 日本応用地域学会 1999年全国大会 (熊本学園大学),1999年




























神奈川大学 FYS(ファース ト･イヤー ･セ ミナー)教材 『FYS授業マニュアルー学びの技法
と視座の滴養に向けて-』及び学生用教材 『FYS資料&ワークシート集一大学で学ぶための
視点 と方法を身につける-』神奈川大学,2006年
川村 哲也 (カワムラ テツヤ)
1 論文




｢的場昭弘 『超訳 『資本論』』｣『神奈川大学評論』第 60号,2008年
｢高橋洋児 『マルクスを ｢活用｣する !』｣『情況』第 9巻第 6号,2008年
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清田 邦弘 (キヨタ クエ ヒロ)
1 論文
｢国際通貨改革への一考察｣単著 神奈川大学 『商経論叢』第 19巻第 4号 1984年
｢ビッグバ ンとその後の影響｣単著 金融ジャーナル社 (研究ノート) 1987年
｢新たなSDR (特別引出権利)の追加配分に賛同すべ きでない｣『神奈川大学 70周年記念論文
集』1998年




｢万石通 しの成立 と伝播 (1)｣『民具マンスリー』39巻 6号,2006年,1-17頁
｢周防地方の民具から見た筆耕伝来の2つの波｣『商経論叢』42巷 2号,2006年,15-35頁
｢万石通 しの発明 と伝播 (2)｣『民具マンス .)-』39巻 8号,頁 2006年,13-23頁
｢遣唐使将来唐代撃の復原 と導入時期の特定｣『歴史 と民俗』23号,2007年,53-80頁
｢『撃の形態比較から東アジアの民族移動に迫る』のねらい｣『図像 ･民具 ･景観 非文字資料か
ら人類文化を読み解 く』COEプログラム国際シンポジウム報告書,2007年,152-153頁
｢日本の撃に見 られる朝鮮系 ･中国系 とその混血型｣『図像 ･民具 ･景観 非文字資料から人類
文化を読み解 く』COEプログラム国際シンポジウム報告書,2007年,184-199頁
｢非文字資料研究 ･身体技法研究の河野なりの受け止め方 と調査の概要｣『身体技法 ･感性 ･民
具の資料化 と体系化』神奈川大学 COEプログラム最終報告書,2008年,97-131頁
｢身体技法の違いにもとづ く古代 日本列島の民族分布の復原 一東北地方の木摺臼調査からの古
代 日本列島の民族分布の復原への見通 し-｣『身体技法 ･感性 ･民具の資料化 と体系化』神
奈川大学 21世紀 COEプログラム最終報告書,2008年,133-195頁
｢民具 とい う非文字資料の体系化のための在来撃の比較調査 一 ｢民具からの歴史学｣の有効性
の追究 と方法論確立の試み-｣『身体技法 ･感性 ･民具の資料化 と体系化』神奈川大学 21世
紀 COEプログラム最終報告書,2008年,197-254頁
｢神奈川大学 21世紀 COEプログラムにおける ｢非文字資料の体系化｣ とは何か｣『非文字史
料研究の理論的諸問題』神奈川大学 21世紀 COEプログラム最終報告書,2008年,49-71
頁
｢高校教科書にみる千石通 し･万石通 し｣『民具マンスリー』41巻 7号,2008年,1-17頁
｢高校教科書にみる江戸時代の農具｣『民具マンスリー』41巷 8号,2008年,12-22頁
3 学会報告
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｢｢中世名主 -長床撃,近世小農民 -鍬｣説の再検討一民具調査にもとづ く生産力史再構成のこ
ころみ-｣大阪歴史学会大会個人報告,大阪市立大学,2007年 6月





｢墾｣｢鋤｣｢鍬｣｢脱穀 ･調製｣｢日本の農具｣,『歴史学事典』第 14巻 ｢ものとわざ｣,弘文堂,
2007年
5 その他
｢菅江真澄の挿絵に粉本があった ?｣『民具マンス リー』38巻 10号,2006年,21-22頁




後藤 晃 (ゴトウ アキ ラ)
1 著書
『中東における中央権力 と地方性』(編著)アジア経済研究所 1996年
『ユートピア-の想像力 と運動 』(共著)御茶の水書房 2001年
『中東の農業社会 と国家 』御茶の水書房 2002年




五嶋 陽子 (ゴトウ ヨウコ)
1 著書














｢アメリカ民間医療 と政府介入｣ 日本財政学会第 63回大会 (近畿大学),2006年 10月
｢日本の医療費控除制度｣ 日本財政学会第 65回大会 (京都大学),2008年 10月






｢ユーロ市場の発展 と企業の財務戦略｣『商学論叢』第 32巻第 1･2号,中央大学商学研究会,
1990年 7月,
｢財務的視点からみたコーポレート･ガバナンスー 1990年代のコーポレート･ガバナンスと
機関投資家の台頭-｣『商学論叢』第 42巻第 5号,中央大学商学研究会,2001年 3月,1-
26ページ






｢他人資本｣｢パラレル ･ローン｣ほか 10項目 金融辞典編集委員会編 『大月金融辞典』大月
書店,2002年
5 学会報告
｢多国籍企業の資本調達について一多国籍企業 ･銀行の集積 ･集中を背景 として-｣第 6回日
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本経営財務研究学会全国大会統一論題報告 (九州大学),1982年 10月
























酒井 良清 (サカイ ヨシキ ヨ)
1 著書
『入門 ･日本経済 [改訂 3版]』浅子和美 ･篠原総一編 有斐閣,2006年
『金融システム [第 3版]』(共著)有斐閣,2006年
『金融論をつかむ』(共著)有斐閣,2006年












｢危機管理 新体制創出を｣『日経 経済教室セ レクション』 日本経済新聞社,2008年,87-
91｡











｢テレワーク推進のための公的支援策 :日米欧の政策比較｣『商経論叢』第 36巻 3号,2001年,
153-197ページ
｢災害など緊急時における事業継続計画 (BCP)に関する考察｣『神奈川大学 ･災害 リスク軽減
を目的 としたソフト･--ド融合型 リスクマネジメントシステムの構築に関する研究 :2006
年度研究成果報告書』2007年,199-206ページ
3 翻訳
S.M.リブセット『ァメリカの不安感 と回復力 :50年後の西側同盟』『神奈川大学評論』第 22
号,1996年
欧州連合 『EUの雇用 ･社会政策 :仕事,社会的結束,生産性』『商経論叢』第40巻 2号,
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2004年
4 書評
宮本みちこ 『若者が (社会的弱者)に転落する』『CSANews』2008年 11月号,4ページ
5 学会報告
｢TeleworkCenterDevelopmentsforLessMobileSocialGroups｣第 2回国際テレワーク学会 ワ
ークショップ (オランダ ･アムステルダム市),1997年 9月3日
｢ForeignDirectInvestmenttoJapananditslmplications:CaseStudyofYokohama｣第 40回米
国西部地域学会 (米カ リフォルニア州パ ームスプリング市),2001年 2月26日
6 講演
｢日本におけるテ レワークの現状 と可能性｣ILO世界雇用報告 2001年 フォーラム (東京国連大
学),2001年 11月14日
｢欧米のテレワーク展開か ら見た我が国における政策の方向性｣政府のテレワーク推進 フォー
ラム第 3回総会 (経済産業省,総務省,厚生労働省他)(東京麹町会館),2007年 10月3日
｢テ レワーク導入 に伴 う課題 :環境会計 ･社会的責任投資 ･企業評価軸に よる考察｣神奈川
県 ･多様な働 き方促進講座 (横浜市かながわ労働 プラザ),2008年 9月8日
7 その他
｢広がるテレワーク :n､時代の在宅勤務｣NHK『フォーカスジャパ ン』2005年 5月
『テレワーク先進事例調査報告書』(監修佐藤孝治),総務省通信政策局 ((社) 日本テレワーク
協会),2007年 5月
佐藤 睦朗 (サ トウ ムツオ)
1 論文





｢入江幸二著 『スウェーデ ン絶対王政研究一財政 ･軍事 ･バル ト海帝国-』(知泉書館,2005
年)｣『歴史 と経済 (旧土地制度史学)』第 196巻 (2007年),63-65頁｡
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沢田 幸治 (サワダ コウジ)
1 著書
『再生産論 と現状分析』白桃書房,1999年 3月






｢マルクスの ｢類的疎外｣規定の検討｣『神奈川大学 商経論叢』42巻 1号,2006年 5月
｢マルクスの ｢頬 -類的存在｣概念について｣『神奈川大学 商経論叢』42巻 3号,2006年 12
月







｢財政赤字の負担は誰が負 うのか一公債負担論の展望-｣ 『経済貿易研究』 神奈川大学経済貿
易研究所 第 28号,83-94ページ




『超入門プログラミング (COBOL) 改訂版』DTP出版,2006年 4月,(単著 148頁)
『コンピュータ困ったときに開 く本』ムイスリ出版,2007年 4月,(共著 担当ページ 141-
210頁)小川 浩 五月女 仁子 (本人) 中谷 勇介 工藤 喜美枝
『VBAとVB.NETのおけいこ』DTP出版,2007年 4月,(単著 177頁)
- 1 5 4 - 研 究 業 績 一 覧
2 論文
｢REORTHOGONALIZATION IN THE BLOCKIANCZOSALGORITHMJBuletin ofthe
GreekMathematicalSociety,33(共著 HirokoIguchi,MakotoNatori,Hitoshilmai 分離
不可 15頁),1992年 11月,pp.25-39
｢rr化の進展 と女性のライフスタイルについて｣『女性文化研究所』第 12号,2003年 3月,
pp.89-111(単著 23頁)
｢webアプリケーションとしての出席 システム 構築 と運用｣経済貿易研究所年報 No.33,
2007年 3月,pp.9-.20
｢座席表示を伴 う出席 システムの構築 と運用｣経済貿易研究所年報 No.34,2008年 3月,pp.31
-47
田島 佳也 (タジマ ヨシャ)
1 著者
『日本海 と北国文化一海 と列島の文化 1』(共著)小学館 1990年
『日本の近世 17一束 と西 江戸 と上方』(共著)中央公論社 1994年
『前近代の日本 と東アジア』(共著)吉川弘文館 1994年
『日本近世生活給引』北海道編 (共著)神奈川大学 COEプロジェクト 2007年
『日本近世生活絵引』北陸編 (共著)神奈川大学 COEプロジェクト 2008年
2 論文
｢幕末期 ｢場所｣請負制下における漁民の存在形態｣『社会経済史学』第 46巻第 3号 1970年
｢近世後期漁獲練の集荷過程｣神奈川大学 日本常民文化研究所論集 『歴史 と民俗』創刊号 平
凡社 1986年
｢場所請負の歴史的課題｣『歴史評論』No.639 2003年 7月
｢道南西海岸漁村の ｢場所請負制｣試論一明治初期の爾志郡 (乙部村 ･熊石村)を事例に｣『漁
業経済研究』第 49巻第 1号 漁業経済学会 2004年
3 翻刻
｢唐方渡俵物諸色大略絵図｣翻刻解説 『農産加工 1』農山村漁村文化協会 1998年
｢松前産物大概鑑,小川嶋鯨娩合戦｣翻刻解説 『漁業 1』農山村漁村文化協会 1999年
4 辞典 ･事典類
『大百科事典』平凡社 1986年 諏訪湖の漁業ほか 16項目執筆
『角川 日本地名大事典 北海道』(上 ･下)1987年 尻岸内場所ほか 13項目執筆
『朝 日日本歴史人物事典』1994年 朝 日新聞社 編集 ･協力執筆 21項目執筆
『岩波 日本史辞典』1999年 岩波書店 編集 ･執筆 鮭漁ほか96項目執筆
5 学会報告




｢松前蝦夷地 と商人｣北海道立文書館講座 ･講演 2003年 11月
｢北海道における廻船問屋右近家 と中村家の活躍 と残像などについて｣第 7回 『西回 り』航路
フォーラム招碑講演 福井県南条郡南越前町教育委員会 2004年 9月





｢研究フォーラム 『夷酋列像』 と道東アイヌ｣のコメンテーター 根室市道立北方四島交流セ
ンター 2008年 9月















｢世界で進む会計改革の真相 (上)-アメリカ会計基準に潜む危 うさ｣『監査役』2008年 6月
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｢破綻 した米国基準- ギャンブル と国策追求の果て｣『金融財政』時事通信社,2008年 10月 27
日
｢ァメ リカの国際会計戦略｣『税経通信』2008年 11月
｢米国が自国基準 を捨て去 る目｣『金融財政』時事通信社,2008年 11月10日
｢米国基準導入でゆがむ IFRSと日本の会計｣『金融財政』時事通信社,2008年 11月 17日
｢アメ リカで暴走する 『時価会計』｣『税経通信』2008年 12月
｢救世主か悪玉か,暴走する米国の時価会計｣『金融財政』時事通信社,2008年 12月 1日
｢居座 り続ける 『暫定基準』 -IFRSの時価会計｣『金融財政』時事通信社,2008年 12月25日
｢ァメ リカはなぜ会計規制に失敗 したのか｣『税経通信』2009年 1月
｢税理士業界の現状 と近未来｣『税経通信』2009年 2月
3 講演
｢自壊する日本会計- 日本の自壊 を待 っている-ゲタカたち｣経済倶楽部,2006年 11月24
日
｢『中小企業の会計に関する指針』の役割 と課題｣東京地方税理士会,2007年 1月
｢崩壊する日本の会計一 会計不正 を根絶できるか｣中国経済連合会,2007年 4月 27日




｢ギャンブラーのための会計をやめよ (インタビュー)(聞き手 ･東谷暁)｣『表現者』2006年 5
月





｢基本給 と歩合給の混合による賃金契約 と,エージェントのナイ ト流不確実性｣『商経論叢』第
40巻第 2号,2004年,159- 181ページ





'corporateGovernanceumderAm biguity",第 10回統計研究会 ｢金融班｣ コンファレンス
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(ボンベり ･ファブラ大学),2007年 9月 4日
"Wageindexation,risksharingbetweenambiguityaverseagents",第 11回統計研究会 ｢金融
班｣ コンファレンス (釧路商工会議所),2008年 9月 9日




｢アメ リカの商業銀行の救済一連邦預金保険法第 13条 C項による緊急救済 を中心に-｣『ェコ
ノミア』第 40巻第 3号,1989年 12月,25-46ページ
｢整理信託公社 (RTC)の設立について一議会での審議過程 を中心に-｣『証券研究』第 89号,
1990年 11月,103-153ページ
｢自治体 と金融機関 との新たな関係構築の必要性｣『月刊 地方財務』第 566号,2001年 6月,
2-23ページ
戸田 龍介 (トダ リュウスケ)
1 著書
『明解 簿記 ･会計テキス ト』(共著)白桃書房,2007年
『財務諸表論 理論学習徹底マスター』(共著)税務経理協会,2007年
『わしづかみシリーズ 新会計基準 を学ぶ 第 2巻』(共著)税務経理協会,2008年
2 論文




｢ドイツ企業の会計戦略についての検討 一特に ドイツ商法典第 292a条 との関連において-｣
『商経論叢』第 41巻第 1号,2005年 9月35-63頁
｢ドイツにおける会計戦略 (2005) -共同体,国家,企業の各 レベルにおいて-｣『商経論叢』
第 43巻第 1号,2007年 5月,253-278頁
3 資料
｢2005年度 DAX対象 ドイツ企業によるIFRS適用事例 一アニュアル ･レポー トか らの抜粋訳
一｣『商経論叢』第 43巻第 2号,2007年 9月,69-96頁
- 158- 研 究 業 績 一 覧
4 講演
｢企業活動のグローバル化 と国際会計基準｣神奈川大学経済貿易研究所主催講座 (『グローバ リ
ゼーションは世界に何をもたらすか』,横浜キャンパス),2008年 10月 25日














｢物流コス トの内外格差｣『商経論叢』第 35巻 4号,2000年
｢物流政策の展開に見る物流拠点問題｣『日本不動産学会誌』第 59巻 15号 4 2002年
｢中心市街地活性化法 と商店街の復興｣神奈川大学経済貿易研究所 『経済貿易研究』2003年
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究論叢』43-2巻,2006年,pp.57164
｢自動車 リサイクルの現実 と課題 (21)中国における自動車取引 と自動車産業｣『月刊整備界』
37巻 3号,2006年,pp.58-60






｢自動車 リサイクルの現実 と課題 (34)ロシア内陸地域での中古車をめぐる動 き｣『月刊整備界』
38%4%,pp.42145
｢ロシアにおける自動車 リサイクルの現状 一利用 ･廃棄段階の目口間協力に向けて-｣(共著)
『環境 と公害』36巻 4号,2007年,pp.38-44
｢自動車 リサイクルの現実 と課題 (44)効率化 と人的資源｣『月刊整備界』39巻 2号,2008年,
pp.38-41
｢自動車 リサイクルの現実 と課題 (48)小規模解体事業者の現状｣『月刊整備界』39巻 6号,
2008年,pp.32-35
｢自動車 リサイクルの現実 と課題 (52)自動車 リサイクル法の見直 しに向けて｣『月刊整備界』
39巻 10号,2008年,pp.30-33
3 学会報告
｢廃棄物 ビジネスの産業化｣日本環境学会第 32回研究発表会 (島根大学),2006年 6月 17日
中野 宏一 (ナカノ コウイチ)
1 著書
『最新輸入 ビジネス』(共著) 日本貿易振興会編,(財)世界経済情報サービス,1998年







｢国際マーケティングとグローバ リゼーション｣生涯学習 ･エクステンション講座 ｢グローバ
リゼーションは世界に何 をもたらすか｣(神奈川大学経済貿易研究所主催),2008年 10月25
日
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鳴瀬 成洋 (ナルセ シゲ ヒロ)
1 著書
『IT時代 と国際経済システム- 日本国際経済学会の成果を踏まえて- 』(共著),有斐閣,
2002年
2 論文
｢背骨なきGATr｣『商経論叢』第 25巻第 1号,1989年,33- 104ぺ-ジ
｢Embedded Liberalismの解体 と再編- グローバ リズム ･マルティラテラt)ズム ･リージョ
ナリズム- ｣『商経論叢』第 37巻第 2号,2001年,63- 134ぺ-ジ
｢欧州統合の深化 ･拡大 とソーシャル ･ヨーロッパ- 石井伸一 『現代欧州統合論』に学ぶ
- ｣『商経論叢』第 41巻第 2号,2006年,139- 160ページ
｢GATr/ WTOにおける途上国の待遇- ｢特別かつ異なる待遇 (S&D)｣ と相互主義の相克
- ｣『商経論叢』第 43巻第 1号,2007年,299-318ページ
3 書評
佐藤秀夫 『国際経済- 理論 と現実- 』『世界経済評論』2007年 10月,64-66ページ





｢ノ､ゲタカファンドが日本を襲 う- 巨利を手にするファンドビジネス- ｣RARC自由学校
(アジア太平洋資料センター),2008年 8月29日
｢ァメリカ経済 とグローバル ･インバ ランス｣生涯学習 ･エクステンション講座 (神奈川大
学),2008年 10月 4日
｢グローバ リゼーションと歴史認識- 過去 ･現在 ･未来- ｣生涯学習 ･エクステンション
講座 (神奈川大学),2008年 11月1日




『三井家勘定管見 〔資料編〕』(翻刻 ･編集 ･解題)白桃書房,2004年







｢｢中小企業の会計に関する指針｣の意義 と課題｣第 23回会計理論学会大会 (熊本学園大学),
2008年 10月11日





｢国内未利用開放特許 と補完的資産 一特許 レベルの実証分析 -｣『日本経営数学会誌』Ⅵ)1.27,
No.2,2006年,83-99頁｡
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における産業財産権等の出願行動等に関する調査報告書』2008年,124-142頁｡
野村 親義 (ノムラ チカ ヨシ)
1 論文
｢植民地期インドにおける業界特殊的技術教育機関の形成 とその特徴一夕タ鉄鋼所を舞台に
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｢マズロー理論の基本的特質に関する一考察 :マレー理論 との比較において｣(河野昭三 との共
著)『研究年報 ･経済学』東北大学経済学会,第 66巻第 3号,2005年 2月,167-179頁｡
｢AH.Maslowの欲求論に関する一考察 :正常パ ーソナリティと基本欲求 5分頬｣『研究年報 ･
経済学』東北大学経済学会,第 66巻第 4号,2005年 3月,209-215頁｡
｢A.H.Maslowの ｢自己実現｣概念に関する経営学的研究｣『博士 (経営学)学位請求論文 (東
北大学)』東北大学経済学会,2005年 11月,1-178頁｡
｢ゴール ドシュタイ ンの ｢自己実現｣概念に関す る覚書 :マズロー理論の初期的形成に関す
る一考察｣(河野昭三 との共著)『研究年報 ･経済学』東北大学経済学会,第 67巻第 4号,
2006年 3月,147-161頁｡
3 翻訳
∫.L.ブラダ ック著 『- -バ ー ドの フランチャイズ組織論』(河野昭三他 との共訳),文英堂,
2006年｡
4 学会報告
｢産業組織体における安全文化の経時変化の把捉｣第 73回 日本応用心理学会全国大会 (文京学
院大学),2006年 9月｡
5 その他
｢｢ひとつ前へ｣ さかのぼ っての安全衛生対策｣『労働の科学』61巻 12号,2006年,56-59頁｡
6 研究助成
科学研究費補助金,2006-2008年
的場 昭弘 (マ トバ アキヒロ)
1 著書

























｢週間図書館 マルクスを生 き返 らせる｣『週刊朝 日』2006年 4月21日号
｢インタビュー マルクスは何処へ｣『図書新聞』2006年 6月6日号
｢インタビュー 万国の労働者団結せよ｣『朝 日新聞』2007年 4月9日
｢新たな階級闘争のはじまり｣『朝 日新聞』2008年,5月 18日
｢68年五月革命から40年のフランス｣『週刊読書人』2008年 6月6日号





｢マルクスが考えた恐慌 とは｣『ェコノミス ト』2008年 9月9日号
｢インタビュー マル経復権なるか｣『朝 日新聞』西部本社版,2008年 8月31日
｢インタビュー 普遍的普遍主義に向かって｣『情況』2008年 11月号
｢世界経済の再編成に向けて｣『神奈川大学評論』61号,2008年 12月
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森泉 陽子 (モ リイズ ミ ヨウコ)
1 著書 :分担執筆
｢贈与税の変更は若年家計の住宅購入を促進 したか｣樋 口美雄編 『日本の家計のダイナミズム
Ⅰ』慶応義塾大学出版会,2006年｡
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柳津 和也 (ヤナギサワ カズヤ)
1 著書
『近代中国における農家経営 と土地所有- 1920-30年代華北 ･華中地域の構造 と変動』御
茶の水書房,2000年 12月
2 論文
｢1920-30年代河北省棉作地帯における農家経営 と土地所有- ライフ･サイクル と土地所
有の動向｣歴史学会 『史潮』新 47号,2000年 5月
｢『中華人民共和国農村土地請負法』の検討- 土地利用の効率化 と土地財産の保障の実現の視
点から｣神奈川大学経済学会 『商経論叢』第 39巻第 1号,2003年 6月
｢高人口圧力下の後発国における開発 と貧困- 『追跡』期間の 『圧縮』 と 『転換点』到来時
期の遅延のはざま｣神奈川大学経済学会 『商経論叢』第 41巻第 2号,2006年 3月
｢高人 口圧力下の後発国における開発 と貧困再考- 輸出志向工業化政策の限界 と 『所得貧
困』の存続｣神奈川大学経済学会 『商経論叢』第 42巻第 3号,2006年 12月
｢現代中国における高学歴若年層の就転職事情 (1)- 人材交流会求職者にたいするアンケー
ト調査の比較分析を通 じて｣神奈川大学経済学会 『商経論叢』第 43巻第 3･4合併号,2008
年 3月
3 書評
｢祖国の復興 と発展を使命 と任 じる学者たち｣(関志雄 『中国を動かす経済学者たち- 改革開
放の水先案内人』東洋経済新報社,2007年)東方書店 『東方』第 322号,2007年 12月
4 学会報告




｢グローバル化する中国経済 と労働問題｣神奈川大学 ｢生涯学習 ･エクステンション講座｣
2008年 10月
山口 拓美 (ヤマグチ タク ミ)
1 論文








｢労働力利用の倫理 と卓越主義｣『商学論集』(福島大学)第 75巻第 2号,2007年,21- 38ぺ
寸ヽ~ン/o
｢EUアニマルウェルフェア政策の思想的背景について一功利主義 とperfectionism｣『商経論
叢』(神奈川大学)第 43巻第 3/4合併号,2008年,115- 138ページ｡








『教会』(近代 ヨーロッパの探求(卦)(第 4章,イギリス資本主義 と諸教会,担当),共著,2000
年, ミネルヴァ書房,今関恒夫他,123- 167頁
『西洋史の新地乎-エスニシティ･自然 ･社会運動-』(第 10章,M ･ヴェ-バー 『倫理』テ
ーゼの再考,担当),共著,2005年,刀水書房,佐藤清隆他,160- 175頁
『日本マックス ･ウェーバー論争』(第 2章,ヴェ-バー ｢倫理｣論文における理念型の検討),
共著,2008年,ナカニシャ出版,橋本努 ･矢野善邸,61-87頁
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2 論文




｢M ･ヴェ-バ ーの ｢倫理｣テーゼを修正す る｣単著,2004年,『商経論叢』(第 39巻 4号,
40巻 1号,2号),149-162頁,19-34頁,1-40頁
｢B･シーボーム ･ラウントリーの日本滞在記 (1924年)- ラウント.)一社 と森永製菓の資本
提携の企画について-｣単著,2006年,『商経論叢』(第 41巻 3･4合併号),51-66頁
｢B･シーボーム ･ラウン トリーと住宅問題｣単著,2007年,『商経論叢』(第 43巻 2号),1
-55頁




『国際的 トランスファーの基礎理論』平成 7年 財団法人三菱経済研究所
2 論文
｢社会的選択 と投票システム｣平成 15年 『公共経済学の理論 と実際』(東洋経済新報社)pp.55
-82中村 ･小津 ･グレーヴァ編｡第 3章




｢国際的環境 と二国間援助一初期資源が移転できないケースー｣平成 17年 第 42回日本地域学
会年次大会 (鳥取大学)
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StateandLocalEconomics,EditedbyG.Liu,Hauppauge,NY:NovaSciencePublishers,Inc.,
2006.
2 国際セミナー報告
"ImpactsofBiofuelsPolicyontheEconomyandtheEnvironment:ModelingDynamicSystems
ofBioethanoIProduction,"7泡e3rdAsiaBiomassSeminar,Manila,ThePhilippines,November,
2007.
"ALongTerm AssessmentofthePhilippineBiofuelsActof2006,"7The5thAsiaBiomassSeminar,
Bangkok,Thailand,October,2008.
3 その他
TheEconomicsofPolutionControlandBiobels,LectureNoteforPublicPolicyfortheAnalysisof
Biofuels,nePhilippineDepartmentofEnergy,February,2008.
